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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第39期 

第１四半期 
累計期間 

第40期 
第１四半期 
累計期間 

第39期 

会計期間 

自平成28年 
 ３月１日 
至平成28年 
 ５月31日 

自平成29年 
 ３月１日 
至平成29年 
 ５月31日 

自平成28年 
 ３月１日 
至平成29年 
 ２月28日 

売上高 （百万円） 45,854 46,474 184,511 

経常利益 （百万円） 1,786 2,040 8,267 

四半期（当期）純利益 （百万円） 800 1,446 4,183 

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － － 

資本金 （百万円） 6,100 6,100 6,100 

発行済株式総数 （千株） 106,211 106,211 106,211 

純資産額 （百万円） 33,920 37,761 37,387 

総資産額 （百万円） 101,231 98,021 98,529 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 7.59 13.71 39.65 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） 7.57 13.67 39.55 

１株当たり配当額 （円） － － 10.00 

自己資本比率 （％） 33.4 38.4 37.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,086 2,767 9,220 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △335 △1,001 △2,797 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,840 △2,502 △7,494 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（百万円） 3,376 2,658 3,395 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。

    ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期における北海道の経済状況は、従前からの外国人観光客の増加に伴い観光業が好調にあり、雇用・

所得環境の改善の下支えもあり、持ち直しの景況にあります。 

このような経済状況のなか、当社は平成29年度をスタート年度とする中期経営計画を策定し、以下にかかげる

「４つのNo.１」の実現に向けて事業活動に取り組みました。その結果、売上高464億74百万円（前年同期比

101.4％）、営業利益20億31百万円（同110.8％）、経常利益20億40百万円（同114.2％）、四半期純利益14億46百

万円（同180.6％）と増収増益を達成し、四半期純利益については第１四半期としては過去最高益を更新すること

ができました。 

増収の主要因は、前事業年度に実施した店舗活性化の効果が大きく、特に平成27年度に承継したダイエー店舗に

おいて前年同期比106.4％とその効果が顕著であります。商品群では、食品部門全体が103.0％、住居余暇部門のう

ち特にヘルス＆ビューティーケアが103.8％と好調でした。 

増益の主要因は、増収に伴う売上総利益の増加のほか、販売費及び一般管理費の減少、法人税等の減少でありま

す。販売費及び一般管理費は、最低賃金の上昇等により人件費が増加いたしましたが、光熱費や地代・家賃等を削

減できたことにより、前年同期比99.4％に抑えることができました。法人税等が前年同期と比較して減少している

理由は、税制改正により、前四半期は税金費用が大きかったこと等によります。 

 

［４つのNo.１について］ 

①「顧客ロイヤリティ北海道No.１企業の実現」 

当第１四半期は、「お客さまが期待する価値を実現する店づくり」をコンセプトに、19店舗で店舗活性化をおこ

ないました。特に、札幌桑園店では中食需要に対応した商品を拡充するため、当社で初めてお惣菜量り売り対面を

導入し、好評を得ております。売場づくりでは、ヘルス＆ウェルネスをテーマに品揃えの充実・販売強化をおこな

ってまいりました。食品部門は、有機野菜、機能性表示食品、グリーンアイフリーフロム（添加物や原材料、成分

の使用に配慮したトップバリュ商品シリーズ）のほか、新鮮な商品をご提供できるよう近郊野菜の拡充に取り組み

ました。衣料部門は、健康・着心地に配慮したトレンドであるアスレジャーファッションやシニアケアの拡充、住

居余暇部門は、エイジングケア商品、リラクシング、セルフメディケーション関連商品を強化してまいりました。

また、専門店化の推進として、靴、ヘルス＆ビューティーケア、フラワー＆ガーデン、パンドラ（手芸用品）、サ

イクル等を重点的に取り組み、特に靴では足型測定器を導入するなどお客さまサービスの向上を図りました。小型

スーパーマーケット「まいばすけっと」では、２店舗を出店し、５月末時点で37店舗を展開しております。 

その他、店舗でのお買い物商品を即日配達するイオン楽宅便につきましては、配送個数が前年同期より２桁増と

お客さまから大きく支持をいただいております。 

②「収益性と安定性で北海道No.１企業の実現」 

収益力の向上をはかるため、更なる作業効率の改善を目指し、省力化・省人化に取り組みました。札幌４店舗に

複数の店内従業員へ同時発信ができるインカムを導入することで、売場の人員配置・商品確認などでスピーディー

な対応を可能にしました。また、省力化可能となる食品調理機器や清掃機器の導入などにより、人時生産性の改善

を図ることができました。 

③「地域活性化企業北海道No.１の実現」 

当社では、北海道や、札幌市、函館市、旭川市、苫小牧市において、ご当地ＷＡＯＮを発行し、ご利用金額の

0.1％を地域に還元し、地域の活性化や市民サービスの向上の取り組みに役立てて頂いております。５月に贈呈式

を実施した「あさひかわＷＡＯＮ」の寄付金につきましては、今年度50周年を迎える旭山動物園の施設整備や修

繕、旭川市中心市街地のにぎわい創出に活用される予定です。 

また、今年度の組織変更において、カード事業戦略を担当するエリア推進部に、新たに地域の店・街・暮らしを

つなぐ新しいネットワークである地域エコシステム、インバウンド、環境社会貢献の業務を統合することで、より

地域に密着した活動ができるよう改革をおこないました。 

④「働き続けたい企業北海道No.１の実現」 

北海道の企業においてNo.１の人事品質を確保するため、小型店を除く40店舗全店へ教育主任を配置し、店内従

業員の教育の強化に取り組みました。また、専門店化売場の更なる推進に向け、サイクルアドバイザーなど社内資

格の取得や、モバイル販売基礎研修などの実務研修を開催し、専門スキルの取得に取り組みました。 
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(2）財政状態の分析 

（資産）

当第１四半期会計期間末の資産は980億21百万円となり、前事業年度末に比べ５億７百万円減少いたしました。

内訳としましては、固定資産が28百万円増加したのに対し、流動資産が５億35百万円減少したためであります。

流動資産の減少は、受取手形及び売掛金が２億30百万円、その他に含めて表示している未収入金が４億81百万円増

加したのに対し、現金及び預金が７億37百万円、商品が５億52百万円それぞれ減少したこと等が主な要因でありま

す。

（負債）

当第１四半期会計期間末の負債は602億60百万円となり、前事業年度末に比べ８億80百万円減少いたしました。

内訳としましては、流動負債が11億72百万円増加したのに対し、固定負債が20億53百万円減少したためでありま

す。流動負債の増加は、支払手形及び買掛金が２億92百万円、未払法人税等が３億67百万円、その他に含めて表示

している設備関係支払手形が２億28百万円それぞれ減少したのに対し、短期借入金が６億円、賞与引当金が４億48

百万円、その他に含めて表示している預り金が11億37百万円それぞれ増加したこと等が主な要因であります。固定

負債の減少は、長期借入金が20億６百万円減少したこと等が主な要因であります。

（純資産）

当第１四半期会計期間末の純資産は377億61百万円となり、前事業年度末に比べ３億73百万円増加いたしまし

た。

これは主に、配当の実施により10億55百万円減少したのに対し、四半期純利益の計上により14億46百万円増加し

たこと等が主な要因であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は期首に比べ７億37百万円減少し

26億58百万円となりました。当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は27億67百万円（前年同期は20億86百万円の収入）

となりました。これは主に、法人税等の支払額８億37百万円、未収入金の増加額４億81百万円等により資金が減少

したのに対し、税引前四半期純利益19億99百万円、減価償却費８億25百万円、預り金の増加額11億37百万円等によ

り、資金が増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は10億１百万円（前年同期は３億35百万円の支出）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出９億35百万円、預り保証金の返還による支出１億３百

万円等により、資金が減少したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は25億２百万円（前年同期は28億40百万円の支出）

となりました。短期借入金の純増加額10億円により資金が増加したのに対し、長期借入金の返済による支出24億６百万

円、配当金の支払額10億51百万円等により資金が減少したためであります。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 132,000,000

計 132,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年５月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,211,086 106,211,086

東京証券取引所

（市場第一部）

札幌証券取引所

単元株式数100株

計 106,211,086 106,211,086 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりです。

決議年月日 平成29年４月12日

新株予約権の数（個） 537

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 53,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自 平成29年５月31日

至 平成44年５月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1 (注)

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役又は

監査役の地位にあることを要す。 

ただし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であって

も、退任日から５年以内に限って権利行使ができるものと

する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡または担保にすることができない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合は、資本組入は行わないものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年３月１日～

平成29年５月31日
－ 106,211,086 － 6,100 － 14,176

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年２月28日現在
 

分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        698,200 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式    105,505,000 1,055,050 同上

単元未満株式 普通株式          7,886 － 同上

発行済株式総数 106,211,086 － －

総株主の議決権 － 1,055,050 －
 
  （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,700株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数47個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 イオン北海道㈱
札幌市白石区本通21

丁目南１-10
698,200 － 698,200 0.66

計 － 698,200 － 698,200 0.66

（注）平成29年５月31日現在の自己株式は680,900株であります。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年３月１日から平成29

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年３月１日から平成29年５月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(平成29年２月28日) 
当第１四半期会計期間 
(平成29年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,395 2,658 

受取手形及び売掛金 603 834 

商品 14,742 14,190 

繰延税金資産 570 547 

その他 6,163 6,709 

貸倒引当金 △10 △10 

流動資産合計 25,465 24,929 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 31,205 31,039 

構築物（純額） 983 973 

工具、器具及び備品（純額） 4,042 4,333 

土地 22,746 22,746 

リース資産（純額） 103 94 

建設仮勘定 13 14 

有形固定資産合計 59,094 59,200 

無形固定資産    

その他 1,581 1,588 

無形固定資産合計 1,581 1,588 

投資その他の資産    

差入保証金 9,183 9,177 

繰延税金資産 2,070 2,051 

その他 7,578 7,511 

貸倒引当金 △6,444 △6,437 

投資その他の資産合計 12,387 12,302 

固定資産合計 73,064 73,092 

資産合計 98,529 98,021 
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    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(平成29年２月28日) 
当第１四半期会計期間 
(平成29年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 18,129 17,837 

短期借入金 10,412 11,012 

未払法人税等 971 604 

賞与引当金 535 983 

役員業績報酬引当金 46 － 

その他 10,868 11,698 

流動負債合計 40,963 42,136 

固定負債    

長期借入金 9,637 7,631 

長期預り保証金 9,260 9,230 

資産除去債務 1,152 1,151 

その他 126 110 

固定負債合計 20,177 18,124 

負債合計 61,141 60,260 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,100 6,100 

資本剰余金 14,176 14,176 

利益剰余金 17,367 17,755 

自己株式 △400 △390 

株主資本合計 37,244 37,641 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 21 △24 

評価・換算差額等合計 21 △24 

新株予約権 121 143 

純資産合計 37,387 37,761 

負債純資産合計 98,529 98,021 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成28年３月１日 

 至 平成28年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年５月31日) 

売上高 45,854 46,474 

売上原価 33,414 33,828 

売上総利益 12,440 12,645 

営業収入 4,788 4,694 

営業総利益 17,229 17,340 

販売費及び一般管理費 ※ 15,396 ※ 15,308 

営業利益 1,833 2,031 

営業外収益    

受取利息 3 1 

テナント退店解約金 8 38 

受取保険金 15 7 

違約金収入 17 16 

貸倒引当金戻入額 － 6 

その他 8 5 

営業外収益合計 53 77 

営業外費用    

支払利息 73 59 

その他 26 8 

営業外費用合計 100 68 

経常利益 1,786 2,040 

特別損失    

固定資産売却損 20 － 

固定資産除却損 3 － 

店舗閉鎖損失 19 40 

特別損失合計 42 40 

税引前四半期純利益 1,743 1,999 

法人税、住民税及び事業税 504 489 

法人税等調整額 437 63 

法人税等合計 942 553 

四半期純利益 800 1,446 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成28年３月１日 

 至 平成28年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 1,743 1,999 

減価償却費 658 825 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 △6 

賞与引当金の増減額（△は減少） 422 448 

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） △41 △46 

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △20 － 

受取利息及び受取配当金 △3 △1 

支払利息 73 59 

固定資産除却損 3 － 

売上債権の増減額（△は増加） △175 △230 

未収入金の増減額（△は増加） △552 △481 

たな卸資産の増減額（△は増加） 757 565 

仕入債務の増減額（△は減少） △608 △292 

預り金の増減額（△は減少） 1,227 1,137 

その他 259 △284 

小計 3,757 3,690 

利息及び配当金の受取額 3 0 

利息の支払額 △115 △86 

法人税等の支払額 △1,558 △837 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,086 2,767 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,308 △935 

有形固定資産の売却による収入 965 － 

無形固定資産の取得による支出 △2 △3 

投資有価証券の売却による収入 2 － 

差入保証金の差入による支出 △6 △7 

差入保証金の回収による収入 286 1 

預り保証金の受入による収入 107 72 

預り保証金の返還による支出 △377 △103 

その他 △3 △27 

投資活動によるキャッシュ・フロー △335 △1,001 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,600 1,000 

長期借入金の返済による支出 △3,382 △2,406 

リース債務の返済による支出 △23 △45 

配当金の支払額 △1,035 △1,051 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,840 △2,502 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,090 △737 

現金及び現金同等物の期首残高 4,467 3,395 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,376 ※ 2,658 
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期会計期間から適用しております。 

 

（四半期損益計算書関係）

※．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第１四半期累計期間 
（自 平成28年３月１日 

  至 平成28年５月31日） 

 当第１四半期累計期間 
（自 平成29年３月１日 

  至 平成29年５月31日） 

従業員給料及び賞与 4,930百万円 4,953百万円 

賃借料 2,712 2,544 

減価償却費 658 825 

水道光熱費 829 705 

広告宣伝費 995 1,034 

賞与引当金繰入額 446 476 

退職給付費用 76 57 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期累計期間

（自  平成28年３月１日
至  平成28年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成29年３月１日
至  平成29年５月31日）

現金及び預金勘定 3,376百万円 2,658百万円

現金及び現金同等物 3,376 2,658
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（株主資本等関係）

前第１四半期累計期間（自平成28年３月１日 至平成28年５月31日） 

１．配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月13日

取締役会
普通株式 1,054 10  平成28年２月29日  平成28年５月25日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

 該当事項はありません。

 

 

当第１四半期累計期間（自平成29年３月１日 至平成29年５月31日） 

１．配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月12日

取締役会
普通株式 1,055 10  平成29年２月28日  平成29年５月２日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

 該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

   該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成28年３月１日 至平成28年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自平成29年３

月１日 至平成29年５月31日）

 当社は総合小売事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年３月１日
至 平成28年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 ７円59銭 13円71銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 800 1,446

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 800 1,446

普通株式の期中平均株式数（千株） 105,492 105,514

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ７円57銭 13円67銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 255 286

（うち新株予約権） (255) (286)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

──── ────

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成29年４月12日開催の取締役会において、平成29年２月28日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり剰

余金の配当を行うことを決議いたしました。

 （イ）配当金の総額                  1,055百万円

 （ロ）１株当たりの金額               10円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成29年５月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月３日

イオン北海道 株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人 トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 青柳 淳一  印 

 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 香川  順  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイオン北海道

株式会社の平成２９年３月１日から平成３０年２月２８日までの第４０期事業年度の第１四半期会計期間（平成２９年３

月１日から平成２９年５月３１日まで）及び第１四半期累計期間（平成２９年３月１日から平成２９年５月３１日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イオン北海道株式会社の平成２９年５月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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